
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

473 699 535 538

476 703 602 604

0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

・庁内関係部局及び関係機関との連携を図りながら、食育推進計画に沿って事業を推進するとともに、健康に配慮したメニューなどについ

て情報ツールを活用して発信する。

目標に対

する成果

の状況

・健康づくりのために食生活に関する取組を行っている人の割合（県政モニター調査結果）はH24の84.5%から、H25、87.2％、H26、84.6％

と高率のまま維持されているが、H25年度とH26・27年度は県政モニターが交替したため、モニターの年齢構成が変わり、数値が減少し

た。

・食育ボランティア数は全体的には増加したが、その多くを占める食生活改善推進員が会員の高齢化等により減少しているため目標数は

達成できなかった。

 概算事業費（B（A）+C） 21,594 21,742 21,326 21,832

20,645 20,690

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

26年度

Aの

財源

1,402 1,137

概　算

人件費

2.50 2.50 2.50 2.50

20,645

949 1,097 636

20,690

0 0

84.6％

27年度27年度27年度27年度 28年度

当初予算 949

補正予算

成果目標の達成状況

項目

健康づくりのために取

組を行っている人の割

合(食生活）

1,402 1,137 1,142

合計（A) 949 1,142

区　　分（単位：千円） 25年度

信州の食の情報発信 直接

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績

H27 H28

（当初） （決算） （当初）

県民会議、県民大会の開催等 直接

・食育県民会議、地域連絡会議の開催

・県民大会、地域フォーラムの開催

1,071 608 1,076

信州の食材を生かした健康に配慮したメニューや食育

情報の発信

66

1,142636

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

国庫補助金の実施主体が都道府県である（消費安全対策交付金）、食育基本法、食育推進基本

計画、県食育推進計画、健康増進法、信州保健医療総合計画（第２次県健康増進計画）

課・室 健康増進課

総合５か年

計画

プロジェクト  ４－１－１　健康づくり・医療充実プロジェクト E-mail kenko-zoshin@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－１　健康で長生きできる地域づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施中

県民一人ひとりが、食事の楽しさ、大切さを理解し、健全な食生活を実践することにより、長野県の健康長寿を延伸する。

・食育に関心のある県民の割合は２人に１人（51.5％）。

・子どものころから望ましい食生活を育み、将来の食の自立に向けた実践力を身に付ける必要があるとともに、あらゆる世代の県民にとって

重要な食育を普及するため、幅広い機関・団体や県民の参画を得て、バランス良い食生活の普及や食に関する理解と継承等に取り組ん

でいる。

食育ボランティア数

事業番号 05 05 12 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　■点検

事　業　名 信州の食を育む実践事業信州の食を育む実践事業信州の食を育む実践事業信州の食を育む実践事業
担

当

課

部局 健康福祉部

１　保健活動の推進 実施期間 H14 ～

87.2%

より増加

84.6% 未達成

未達成

17,931人

(H26)

19,000人 18,111人

・食育に関心がある人の割合　　　61．5％　（H29）

・健康づくりのために食生活に関する取組を行っている人の割合　　 増加

    　（H25の実績値（87.2％）が、Ｈ27年度の目標を超えているため）

・食育ボランティア数　　19,000人(H27)

Ｈ27

H28

目標

H26末

（実績）
目標 成果 達成状況

増加

―

28 66

合計 1,137


